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２ 障害福祉サービス等事業所・障害児通所支援等事業所の状況 

（１）事業所数 

事業の種類別に障害福祉サービス等事業所・障害児通所支援等事業所数をみると、「居宅介護事業」が24,462

事業所で最も多く、前年に比べ721事業所、3.0％増加している。次いで多いのは、「重度訪問介護事業」で21,802

事業所となっており、前年に比べ475事業所、2.2％増加している。さらに、「放課後等デイサービス事業」が

17,372事業となっており、前年に比べ1,853事業所、11.9％増加している。 

また、対前年増減率をみると、「居宅訪問型児童発達支援事業」が32.6％、次いで、「保育所等訪問支援事業」

の22.0％となっている。（表４） 

 

表４ 事業の種類別にみた事業所数 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

各年10月1日現在

増減数 増減率(%)
居宅介護事業  24 462  23 741   721   3.0 

重度訪問介護事業  21 802  21 327   475   2.2 

同行援護事業  8 255  8 413 △  158 △  1.9

行動援護事業  2 694  2 628   66   2.5 

療養介護事業   246   235   11   4.7 

生活介護事業  9 056  8 637   419   4.9 

重度障害者等包括支援事業   20   21 △  1 △  4.8

計画相談支援事業  11 237  10 778   459   4.3 

地域相談支援（地域移行支援）事業  3 588  3 490   98   2.8 

地域相談支援（地域定着支援）事業  3 435  3 341   94   2.8 

短期入所事業  7 057  6 489   568   8.8 

共同生活援助事業  11 056  9 659  1 397   14.5 

自立訓練（機能訓練）事業   403   406 △  3 △  0.7

自立訓練（生活訓練）事業  1 491  1 440   51   3.5 

宿泊型自立訓練事業   225   233 △  8 △  3.4

就労移行支援事業  3 353  3 301   52   1.6 

就労継続支援（Ａ型）事業  4 130  3 929   201   5.1 

就労継続支援（Ｂ型）事業  14 407  13 355  1 052   7.9 

自立生活援助事業   395   326   69   21.2 

就労定着支援事業  1 522  1 421   101   7.1 

児童発達支援事業  10 183  8 849  1 334   15.1 

居宅訪問型児童発達支援事業   228   172   56   32.6 

放課後等デイサービス事業  17 372  15 519  1 853   11.9 

保育所等訪問支援事業  1 930  1 582   348   22.0 

障害児相談支援事業  8 130  7 772   358   4.6 

注： 複数の事業を行う事業所は、それぞれの事業に計上している。

　　 ただし、障害者支援施設の昼間実施サービス（生活介護、自立訓練、就労移行支援及び就労継続支援）を除く。

対前年令和２年
(2020)

令和３年
(2021)
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（２）利用状況 

① 居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護事業の利用状況 

９月中の利用者１人当たり訪問回数をみると、居宅介護事業を利用する障害者では「身体介護が中心」が18.4

回と最も多く、次いで「家事援助が中心」が9.2回となっている。 

一方、重度訪問介護事業を利用する障害者では29.3回となっており、そのうち「移動介護」が7.8回となっ

ている。 

また、同行援護事業を利用する障害者では6.1回となっており、行動援護事業を利用する障害者では6.6回

となっている。（表５） 

 

表５ 事業の種類別にみた利用状況（居宅介護・重度訪問介護・同行援護・行動援護事業） 

 

 

 

 

 

 

令和３年
（2021）

令和２年
（2020）

居宅介護事業1)

障害者 身体介護が中心  116 836 2 151 695   18.4   18.4 

通院介助が中心（身体介護を伴う）  26 017  86 083   3.3   3.2 

通院介助が中心（身体介護を伴わない）  8 171  20 003   2.4   2.4 

通院等乗降介助が中心  3 415  22 233   6.5   7.3 

家事援助が中心  129 732 1 193 170   9.2   9.3 

障害児 身体介護が中心  9 031  98 733   10.9   10.9 

通院介助が中心（身体介護を伴う）   860  1 941   2.3   2.4 

通院介助が中心（身体介護を伴わない）   69   169   2.5   2.6 

通院等乗降介助が中心   29   104   3.6   5.8 

家事援助が中心   847  7 970   9.4   9.6 

重度訪問介護事業  23 123  677 091   29.3   27.7 

うち移動介護  7 121  55 721   7.8   7.4 

同行援護事業

障害者  29 165  177 669   6.1   6.1 

障害児   169  1 120   6.6   6.4 

行動援護事業

障害者  11 791  77 436   6.6   6.0 

障害児  2 033  11 237   5.5   5.8 

注： ９月中に利用者がいた事業所のうち、利用実人員不詳及び訪問回数不詳の事業所を除いて算出した。

1) 　居宅介護事業の利用実人員は、サービスの内容別に利用者を計上している。

令和３年９月

利用者1人当たり
訪問回数

（回）
利用実人員

（人）

訪問回数
合計
（回）
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② 療養介護、生活介護、重度障害者等包括支援、計画相談支援、地域相談支援（地域移行支援・地域定着支援）、

短期入所、共同生活援助、自立訓練（機能訓練・生活訓練）、宿泊型自立訓練、就労移行支援、就労継続支援（Ａ

型・Ｂ型）、自立生活援助、就労定着支援事業の利用状況 

９月中の利用実人員をみると、就労継続支援（Ｂ型）事業の401,977 人が最も多くなっており、利用者１人

当たり利用日数をみると、重度障害者等包括支援事業では29.1日、療養介護事業では24.4日、自立訓練（生

活訓練）事業では12.3日となっている（表６）。 

 

表６ 事業の種類別にみた利用状況 

 

③ 障害児通所支援等事業所の利用状況 

９月中の利用実人員をみると、放課後等デイサービス事業の438,471 人が最も多くなっており、利用者１人

当たり利用回数をみると、放課後等デイサービス事業では7.1回、児童発達支援事業では5.8回となっている

（表７）。 

表７ 事業の種類別にみた利用状況（障害児通所支援等事業所） 

 

 

 

 

 

  

令和３年
（2021）

令和２年
（2020）

療養介護事業  18 548  453 047 …   24.4   25.6 

生活介護事業1)  261 458 2 536 005 …   9.7   9.9 

重度障害者等包括支援事業   29 ・   844   29.1   29.1 

計画相談支援事業
2)  266 470 … ・ ・ ・

地域相談支援（地域移行支援）事業   767 … ・ ・ ・

地域相談支援（地域定着支援）事業  4 024 … ・ ・ ・

短期入所事業

障害者  38 577 ・  247 736   6.4   6.0 

障害児  7 042 ・  34 206   4.9   5.0 

共同生活援助事業
3)  144 981 ・ ・ ・ ・

自立訓練（機能訓練）事業1)   853  6 688 …   7.8   7.5 

自立訓練（生活訓練）事業1)  12 449  152 561 …   12.3   13.2 

宿泊型自立訓練事業  2 881 ・ ・ ・ ・

就労移行支援事業
1)  39 271  431 687 …   11.0   10.5 

就労継続支援（Ａ型）事業1)  98 620 1 114 240 …   11.3   12.0 

就労継続支援（Ｂ型）事業
1)  401 977 4 098 785 …   10.2   10.8 

自立生活援助事業  1 306 ・ ・ ・ ・

就労定着支援事業  14 077 ・ ・ ・ ・

注：

1)　障害者支援施設の昼間実施サービス（生活介護、自立訓練、就労移行支援及び就労継続支援）を除く。

2)　計画相談支援事業は、サービス利用支援（計画作成）又は継続サービス利用支援（モニタリング）を利用した人数である。

3)　共同生活援助事業は、９月末日の利用実人員である。

利用者１人当たり利用日数は、利用延人数を調査している事業については利用延人数÷利用実人員、利用日数合計を調査し
ている事業については利用日数合計÷利用実人員により算出している。ただし、９月中に利用者がいた事業所のうち、利用実
人員不詳、利用延人数不詳及び利用日数不詳の事業所を除いて算出した。

令和３年９月

利用者１人当たり
利用日数

（日）
利用実人員

（人）
利用延人数

（人）

利用日数
合計
（日）

令和３年
（2021）

令和２年
（2020）

令和３年
（2021）

令和２年
（2020）

児童発達支援事業  178 543 ・ ・ ・ 1 029 707   5.8   6.0 

居宅訪問型児童発達支援事業   254  1 239   4.9   4.2 ・ ・ ・

放課後等デイサービス事業  438 471 ・ ・ ・ 3 106 548   7.1   7.1 

保育所等訪問支援事業  8 876  14 501   1.6   1.6 ・ ・ ・

障害児相談支援事業1)  97 041 ・ ・ ・ ・ ・ ・

注： ９月中に利用者がいた事業所のうち、利用実人員不詳、訪問回数不詳及び利用延人数不詳の事業所を除いて算出した。

1)　障害児相談支援事業は、障害児支援利用援助（計画作成）又は継続障害児支援利用援助（モニタリング）を提供した人数である。

利用者１人当たり
利用回数

（回）

令和３年９月

利用延人数
（人）

利用実人員
（人）

訪問回数
合計
（回）

利用者1人当たり
訪問回数

（回）
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（３）職種別常勤換算従事者数 

障害福祉サービス等事業所・障害児通所支援等事業所の常勤換算従事者数は、居宅介護事業で130,746人、

放課後等デイサービス事業で92,455人、生活介護事業で80,450人となっている（表８）。 
 

表８ 事業の種類別にみた職種別常勤換算従事者数 

 

（単位：人）

居宅介護事業  130 746  71 517  9 996  1 596  2 978  38 776   306 … … …  5 577 

重度訪問介護事業  45 905  23 280  3 992   485   796  13 044   163  2 326 … …  1 820 

同行援護事業  27 287  14 037  1 642   311   511  5 640   146 …  3 968 …  1 032 

行動援護事業  9 083  4 374   598   55   129  2 221   31 … …  1 406   269 

総数
サービス管理

責任者
医師 看護師 生活支援員 その他

療養介護事業 25 689  494 1 114 12 702 6 477 4 902 

総数
サービス管理

責任者
医師

保健師・
看護師

理学・作業
療法士

生活支援員 その他

生活介護事業 80 450 7 209  805 6 627  772 57 634 7 404 

総数
サービス提供

責任者
その他

重度障害者等包括支援事業  57  9  48 

総数 管理者
相談支援
専門員

その他

計画相談支援事業 21 746 5 294 14 533 1 920 

地域相談支援（地域移行支援）事業 1 157  206  821  129 

地域相談支援（地域定着支援）事業 1 694  301 1 187  206 

うち介護福祉士

短期入所事業  1) 36 320  326 2 187  14  407 22 100  153 5 205 2 119  292  200 5 435 

総数
サービス管理

責任者
世話人 生活支援員 看護師 その他

共同生活援助事業 76 105 7 380 40 177 23 638  122 4 787 

総数
サービス管理

責任者
保健師・
看護師

理学・作業
療法士

生活支援員 訪問支援員 その他

自立訓練（機能訓練）事業   664   74   109   111   240   8   121 

自立訓練（生活訓練）事業  4 234   945   95 …  2 745   123   326 

宿泊型自立訓練事業  1 163   174   38 …   673 …   278 

総数
サービス管理

責任者
生活支援員 職業指導員 就労支援員 その他

就労移行支援事業  13 810  2 444  3 521  3 875  3 460   509 

就労継続支援（Ａ型）事業  23 581  3 714  6 413  10 411 …  3 043 

就労継続支援（Ｂ型）事業  79 062  12 610  25 248  28 870 …  12 335 

総数
サービス管理

責任者

地域生活
支援員

就労定着
支援員

その他

自立生活援助事業   492   148   303 …   42 

就労定着支援事業  2 037  1 064 …   814   158 

総数
児童発達支援
管理責任者

児童指導員 保育士
障害福祉
サービス
経験者

その他

児童発達支援事業 51 521 7 972 16 968 16 407 1 526 8 649 

放課後等デイサービス事業 92 455 16 209 39 376 19 139 3 428 14 302 

総数
児童発達支援
管理責任者

訪問支援員 その他

居宅訪問型児童発達支援事業  155  64  74  17 

保育所等訪問支援事業 2 102  705 1 264  132 

総数 管理者
相談支援
専門員

その他

障害児相談支援事業 13 917 3 244 9 386 1 287 

令和３年10月１日現在

総数 介護福祉士
実務者研修

修了者

旧介護職員
基礎研修

課程修了者

旧ホームヘ
ルパー１級

研修
課程修了者

初任者研修修
了者（旧ﾎｰﾑﾍ
ﾙﾊﾟｰ2級研修

課程
修了者含む）

障害者居宅介
護従業者基礎
研修課程修了
者（旧ﾎｰﾑﾍﾙ
ﾊﾟｰ3級研修課
程修了者含

む）

重度訪問介護
従業者養成
研修修了者

保育士 その他

注：９月中に利用者がいた事業所の従事者数である。

同行援護
従業者養成
研修修了者

行動援護
従業者養成
研修修了者

その他

総数 医師
保健師・
看護師

心理・
職能判定員

理学・作業
療法士

生活支援員 職業指導員

    障害者支援施設の昼間実施サービス（生活介護、自立訓練、就労移行支援及び就労継続支援）を除く。

    従事者数は詳細票により調査した職種についてのものであり、調査した職種以外は「…」とした。

    1)  短期入所事業の従事者には空床型の事業所の従事者を含まない。

介護職員 児童指導員


